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はじめに

　乳幼児の食物アレルギーは，小学生の約2倍である

ことが報告されている1）．海外では，深刻なアレル

ギー反応は自宅より学校で悪化し2），初回のアナフィ

ラキシー反応の 25% が学校で起きている3）との報告が

あり，子どもが一日の大半を過ごす保育所（園）や幼

稚園・学校のアナフィラキシーショックへの対応の体

制づくりは，子どもの安全な生活を守るために非常に

重要な鍵となる．本邦より数十年前からエピペン ® を

使用している欧米諸国においては，アナフィラキシー

発現時の対応のための e-training が実施され4），学校看

護師や食物アレルギーエデュケーターにより定期的な

訓練プログラムが職員や保護者・子どもに実施されて

いる3）4）．また，学校に2～4本のエピペン ® のストッ

クが管理され，アナフィラキシーショックへの迅速な

対応が可能な体制が整備されている4）．本邦では0～
6歳の乳幼児を保育している保育所（園）において，

誤食事故が年間 29% の施設で起こっているという現

状がある1）．食物アレルギーによるアナフィラキシー

ショックは，急激な症状悪化を招き血圧低下や呼吸不

全に進行し死に至ることもある．公立学校において

は，管理職の責任のもとで救急処置体制が整備され，

養護教諭がその体制構築の推進役となっている5）．し

かし，保育所（園）においては全国的に看護職配置が

2～3割程度であり6），アナフィラキシーショックへの

対応や職員・子ども・保護者への教育・指導を先導す

るキーパーソンが不在であることが多い．また，乳幼

保育所（園）における食物アレルギーによる 
アナフィラキシーショックに対する救急処置体制構築に必要な要素
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　本研究の目的は，保育所（園）の管理者が食物アレルギー児のアナフィラキシーショック時の対応に必要だと

認識している要素とエピペン ® を持参する子どもへの対応の課題を明らかにすることである．A 県内の認可保育所

（園）419ヵ所の施設長を調査対象とし，郵送法により無記名方式のアンケート調査用紙を送付した．アナフィラキ

シーショック発現時の救急処置体制を作るために必要だと思われる要素について自由記述をしてもらった．結果，

回収116件中66件の記述があり，120記録単位が得られた．得られた記録単位を質的帰納的に分析した．アレルギー

児の緊急事態発生時の救急処置体制を作るために必要な要素は，【研修受講・実演訓練の実施】【迅速な対応のため

の園内・園外の連携体制整備】【マニュアル・アクションプランの作成】【職員・他職種間の情報共有】【危機管理

意識】【緊急時のアセスメント力】【専門職の配置の改善】の7つのカテゴリーに分類された．また，エピペン ® を

持参する子どもを受け入れている保育所（園）11施設が苦慮していることや課題についての記述についても内容分

析を行った．その結果，事故が起こった時の救急処置対応のマニュアルを整え，全ての職員が自己の役割を理解

し，その役割を果たせるように全職員が研修を受講すること，シミュレーション訓練を行っておくこと，それらの

教育的支援のために看護職配置を推進していく必要性が示唆された．
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2）データ分析

　データ分析は，内容分析の手法を用い分類した．抽

出した記録単位を意味内容の類似性に基づきカテゴ

リー化を進め抽象度を高めた．

3）分析の信頼性の確保

　分析の信頼性は，共同研究者間で検討を重ね，その

確保に努めた．また，質的研究者（群馬大学大学院保

健学研究科所属）によるスーパーバイズを受け，その

信頼性を高めた．

5. 倫理的配慮

　調査協力者に対し文書にて調査の目的を説明し，本

研究への協力は自由意志によって行うものであるこ

と，アンケート調査用紙の回答をもって同意の承認を

得たものとすること，アンケート調査は無記名で行う

こと，鍵のかかる研究室で得られたデータを管理する

こと，研究終了後にデータを破棄することを示した．

　本研究は，A 県保育協議会会長に口頭と文書にて本

研究の趣旨およびアンケート調査用紙の概要を説明

し，見本を提示した．同協議会から，A 県内の全認可

保育所（園）を対象とし調査を実施することへの承認

を得るとともに，桐生大学倫理審査委員会（承認番

号：2607）における承認を得た後に調査を実施した．

結　果

　アンケート調査用紙の回収は124件，回収率は 
29.6% であった．有効回答数は116件であった．

1. 対象施設の概要 （表1）
　116施設の保育所（園）は，公立が36施設（31.0%），

私立が77施設（66.4%），その他が2施設（1.7%），1
施設（0.9%）が無回答であった．エピペン ® 持参の

子どもがいる施設は11施設（9.5%）であった．看護

職配置のある保育所（園）は，39施設（33.6%）で

あった．アナフィラキシーショックの対応のためのマ

児は，その発達段階の特徴から，自らに生じている

様々な症状を的確に他者に伝えることが困難であると

ともに，エピペン ® の自己注射をすることも困難であ

る．そのため，子どものアナフィラキシーショック発

現時には，その場にいる保育者がその症状を認識し，

判断し，適切な処置をする必要がある．その対処時に

は保育所（園）の全職員がそれぞれの役割を理解し，

正確で迅速な対応ができるよう救急処置体制の整備が

必要である．

研究目的

　本研究は，保育所（園）の施設長が食物アレルギー

児のアナフィラキシーショック発症時の救急処置体制

を作るために必要だと認識している要素とエピペン ®

を持参する子どもの受け入れに対する課題を明らかに

することを目的とする．

研究方法

1. 研究対象

　A 県内ホームページ7）に掲載されている A 県全認可

保育所（園）419か所の施設長を調査対象とし，郵送

法により本調査研究の趣旨を説明する文章とともに無

記名方式のアンケート調査用紙を送付した．

2. 調査期間

　アンケート調査用紙は，2015年3月2日に送付し，

2015年3月31日までに郵送法にて回収した．

3. 調査内容

1）施設の設置主体，エピペン ® 持参の子どもの有

無，マニュアルの有無，看護職配置の有無

2）食物アレルギーによるアナフィラキシーショック

発現時の救急処置体制を作るために必要なことにつ

いての自由記述

3）エピペン ® を持参する子どもを受け入れている保

育所（園）で苦慮していることや課題についての自

由記述

4. 分析方法

1）データ化

　アンケートの自由記述の中から，食物アレルギーに

よるアナフィラキシーショック発現時の救急体制を作

るために必要な要素を述べている部分について，1文
脈の中に1つの内容となるように抽出し記録単位とし

た．また，エピペン ® を持参する子どもを受け入れて

いる11か所の保育所（園）の自由記述の中から，苦慮

していることや課題についても同様に抽出し記録単位

とした．

表1　回答施設の概要



3
桐生大学紀要．第26号　2015

の記録単位で構成された．

6）【緊急時のアセスメント力】

　このカテゴリーは，≪アレルギー児の情報収集≫≪

アナフィラキシー発現の認識≫≪アナフィラキシー発

現時の判断≫の3サブカテゴリー，8（6.7%）の記録

単位で構成された．

7）【専門職の配置の改善】

　このカテゴリーは，≪看護職配置≫≪保育士の増員

≫の2つのサブカテゴリー，5（4.2%）の記録単位で

構成された．

3. エピペン ® を持参する子どもを受け入れている保育所

（園） で苦慮していることや課題 （表3）
　エピペン ® を持参している子どもを受け入れている

保育所（園）11施設の自由記述から18記録単位のデー

タが得られた．苦慮していることや課題についての自

由記載の記述内容を分析した結果，【誤食予防】【子

どもへの配慮】【エピペン ® の使用】【研修体制の整

備】【人員確保】【保護者との関係づくり】 6つのカテ

ゴリーが挙がった．

1）【誤食予防】

　このカテゴリーは，≪誤食を起こさないような細心

の注意≫の1つのサブカテゴリーで構成された．

2）【子どもへの配慮】

　このカテゴリーは，≪「楽しい時間」が苦痛な時間

にならないような配慮≫≪対処方法が未決定の子ども

への対応≫の2つのサブカテゴリーで構成された．

3）【エピペン ® の使用】

　このカテゴリーは，≪エピペン ® を打つタイミング

の判断≫≪エピペン ® の管理方法≫の2つのサブカテ

ゴリーで構成された．

4）【研修体制の整備】

　このカテゴリーは，≪研修体制の整備≫の1つのサ

ブカテゴリーで構成された．

5）【人員確保】

　このカテゴリーは，≪人員不足の解消≫の1つのサ

ブカテゴリーで構成された．

6）【保護者との関係づくり】

　このカテゴリーは，≪保護者との連携≫≪保護者の

負担への配慮≫の2つのサブカテゴリーで構成された．

ニュアルのある施設は51施設（44%），ない施設は63
施設（54.3%），無回答2施設（1.7%）であった．

2. 食物アレルギー児のアナフィラキシーショック発現時の

救急処置体制をつくるために必要な要素 （表2）
　116施設中66施設の自由記述から120記録単位のデー

タが得られた．自由記載の記述内容を分析した結果，

7つのカテゴリーと23のサブカテゴリーが抽出され

た．アレルギー児のアナフィラキシーショック発現

時の救急処置体制を作るために必要な要因は，【研修

受講・実演訓練の実施】34記録単位（28.3%），【迅

速な対応のための体制整備】25記録単位（20.8%），

【マニュアル・アクションプランの作成】20記録単

位（16.7%），【職員・他職種間の情報共有】18記録単

位（15.0%），【危機管理意識】10記録単位（8.3%），

【緊急時のアセスメント力】8記録単位（6.7%），【専

門職の配置の改善】5記録単位（4.2%）が挙がった．

以下，文中では，カテゴリーを【　　】，サブカテゴ

リーを≪　　≫で示す．

1）【研修受講・実演訓練の実施】

　このカテゴリーは，≪知識を高めるための研修受講

≫≪実演訓練の実施≫≪定期的・継続的な研修受講≫

≪研修会・学習会開催などの支援体制≫≪職員全員の

研修受講≫の5つのサブカテゴリー，34（28.3%）の

記録単位で構成された．

2）【迅速な対応のための園内・園外の連携体制整備】

　このカテゴリーは，≪多職種・他機関との連携体制

整備≫≪保護者との密な話し合い≫≪施設内の連携整

備≫の3つのサブカテゴリー，25（20.8%）の記録単

位で構成された．

3）【マニュアル・アクションプランの作成】

　このカテゴリーは，≪施設独自のマニュアルの作成

≫≪職員個々の役割の明確化≫≪アレルギー児の個別

のプランの作成≫の3つのサブカテゴリー，20（16.7%）

の記録単位で構成された．

4）【職員・多職種間の情報共有】

　このカテゴリーは，≪食物アレルギーの知識の共有

≫≪食物アレルギー児の情報の共有≫≪アナフィラキ

シー発生時の対応方法の事前確認≫≪情報発信≫の4
つのサブカテゴリー，18（15.0%）の記録単位で構成

された．

5）【危機管理意識】

　このカテゴリーは，≪全職員のアナフィラキシー発

症に対応できる知識と実践力≫≪エピペン ® 持参の子

どもの受け入れ体制の整備≫≪食物アレルギー児を保

育する責任感≫の3つのサブカテゴリー，10（8.3%）
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表2　食物アレルギー児のアナフィラキシーショック発現時の救急処置体制を作るために必要な要素 （自由記述）
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ることが必要であると認識していた．アナフィラキ

シーショック発症時に迅速な対応を取れるように，保

護者だけではなく園医や担当医，消防署，医療機関な

ど園内だけでなく園外とも連携体制を作っておく必要

がある．さらに，園内外の連携体制を整備し，アナ

フィラキシーショック発現時にそれぞれの役割を果た

せるよう保育所の特徴や食物アレルギー児の個別性を

踏まえた【マニュアル・アクションプランの作成】の

必要性についても認識していた．本調査では，マニュ

アルがある施設が半数以下であった．本邦では，2008
年文部科学省が「学校のアレルギー疾患に対する取り

組みガイドライン」を発行し9），続いて2011年に「保

育所におけるアレルギー対応ガイドライン」が発行

された1）．ガイドラインに基づき各施設の特性を考慮

したマニュアルを作成し，職員全員が自己の役割を共

通理解することが今後の課題である．記述数は少な

いが，【危機管理意識】を持っていることが明らかに

なった．いつでもエピペン ® を持参する子どもを受け

入れられるような体制を作らなければならないこと，

そのための保育所（園）の責任は大きいと認識してい

た．さらに，緊急事態発生時に迅速で正確な対応を実

践するために，【専門職の配置の改善】の必要性を訴

えていた．特に，本研究における看護職配置は3割程

度であり，学校の救急処置体制構築の推進役としての

養護教諭に値するキーパーソンが不在である施設が

考　察

1. 救急処置体制構築に必要な要素

　アレルギー児のアナフィラキシー発現時の救急処置

体制を作るために必要な要因についての自由記述を内

容分析した結果，最も記述の多かった内容は【研修受

講・実演訓練の実施】についてであった．アナフィラ

キシーショックへの対応は，エピペン ® を注射するタ

イミングが遅れれば遅れるほど救命が困難となる．職

員全員が，食物アレルギーやアナフィラキシーに関す

る正しい知識と技術を身につけるための研修が急務で

あることを認識していた．また，緊急時に判断をする

役割を担うと思われる所長（園長）や副園長などの管

理職や看護職だけでなく，保育所の職員全員が【緊急

時のアセスメント力】の必要性についても，アナフィ

ラキシーショック発現の認識ができ，判断し，対応す

るための知識と技術を身に付けることが重要であると

認識していた．永石ら8）は，アナフィラキシー症状発

現時の初期対応の重要性を強調し，その判断はアナ

フィラキシーショック症状の知識が必要であり，研修

を受けなければ容易に判断できないと指摘している．

そのため定期的・継続的な研修受講や事例に基づいた

シミュレーション訓練を受講する必要性が高いことが

示唆された．また，【迅速な対応のための園内・園外

の連携体制整備】【職員・他職種間の情報共有】をす

表3　エピペン ® を持参する子どもを受け入れている保育所 （園） で苦慮していることや課題 （自由記述）
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まとめ

　2011年に発行された「保育所におけるアレルギー対

応ガイドライン」1）には，アナフィラキシーショック

への迅速な対応のため多職種が連携して救急処置体

制を構築する必要性，子どもがエピペン ® を打てない

場合，職員が代わって打つことは医師法違反にならな

いこと等が明示された．本調査では，エピペン ® を持

参する子どもを受け入れている保育所（園）では，ア

ナフィラキシーショックの最も誘因となる「誤食」の

予防をすることが課題として挙がった．そして，予防

に力を入れるために専門職員を増員するなどの人員の

確保が必要となる．しかし，ヒューマンエラーはゼロ

にならない現状を考えると事故が起こった時の救急処

置体制を十分に整え，全ての職員が自己の役割を理解

し，その役割を果たせるような訓練をしておく必要が

ある．アナフィラキシーショックの対応は，その症状

を認識すること，エピペン ® を打つタイミングを判断

すること，エピペン ® を打つこと，保護者や救急隊・

担当医への連絡をすることなどを迷わず迅速に行わな

くてはならない．そのためには，全職員が研修を受講

すること，シミュレーション訓練を定期的に行って

おくことが大切である．また，看護職による保育所

（園）全職員への教育的支援を実施できるよう，保育

所（園）の看護職配置を推進していく必要があること

が示唆された．

研究の限界と課題

　本研究は，保育所（園）の施設長を対象とした調査

であった．アナフィラキシーショック発現時に，子ど

もへの対応を最も身近で実施するのは現場の保育士や

看護職となるため，対象職種を広げた調査が必要であ

ると考えられた．今後，保育所（園）に在籍する保育

士・看護職・栄養士と対象職種を広げ，より具体的な

内容を抽出するため，インタビュー調査にてアナフィ

ラキシーショックの対応に必要な要素や課題について

さらに明らかにしていく予定である．

　本研究は，平成26～平成28年度　科学研究費助成事

業基盤研究 C（課題番号：26350937）の助成を受けて

実施した研究の一部である．
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Factors Required for Establishing Emergency Treatment System of 
Anaphylactic Shock by Food Allergies at Nursery Schools

Chieko Akuzawa, Chiharu Aoyagi＊, Shiomi Kanaizumi＊＊, and Keiko Sakou＊＊

＊Takasaki University of Health and Welfare
＊＊Gunma University Graduate School of Health Sciences

Abstract

　The purpose of this study is to clarify the factors of emergency treatment systems corresponding anaphylactic shock by food 
allergies and the problems for prevention of food allergies of the child bringing EpiPens at nurseries.　Anonymous question-
naires were sent by mail to the directors of 419 certified nurseries in Prefecture A.　The questionnaire included also free space 
for description according to the factors of emergency treatment systems for cases of anaphylactic shock.　The description in 
the space was recognized to 66 of the 116 retrieved questionnaires, and the responses were divided into 120 records and ana-
lyzed by qualitative inductive analysis.　Items necessary for establishing emergency treatment systems for children with al-
lergies were placed into the following seven categories: “seminars and on-the-job training, ” “internal and external emergency 
contact systems for quick response, ” “creation of action plans and manuals, ” “sharing of information among nursery staff and 
other professionals, ” “awareness of crisis management, ” “assessment skills for times of emergency, ” and “improved place-
ment of professional staff.”　The description according to actual problems in 11 nursery that accept child bringing EpiPens 
were also analyzed.　The results indicated a need to promote placement of nursing professionals to provide educational assis-
tance for organizing emergency treatment manuals, a need for complete staff participation in training seminars so that all mem-
bers understand their roles during an emergency, and a need for conducting simulation drills.

Keywords: food allergy, anaphylactic shock, nursery school, EpiPen, emergency treatment system


